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証の結果、WLB 施策と TFP にはプラスの相関がみられるものの、WLB 施策導入の内
生性を考慮すると、 WLB 施策が一貫して TFP を高めるという因果関係は見出せないこ
とがわかった。ただし、次のいずれかの条件を満たす企業、すなわち、①従業員 300
人以上の中堅大企業、②製造業、③労働の固定費の大きい企業、④均等施策をとってい
る企業では、 WLB 施策を導入することで TFP が中長期的に上昇する可能性があること
も明らかになった。また、WLB 施策の種類としては、推進組織の設置などの WLB へ
の取組みや、長時間労働是正の組織的な取組み、非正社員から正社員への転換制度など
の施策に効果があることも示された。このほか、中小企業では、非正社員から正社員へ
の転換制度など、人材を有効活用するような WLB 施策が TFP を高めることが確認で






企業が自発的に WLB 施策を導入するようになることも期待できる。 
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労働者が WLB の実現を図ろうとする際、 わが国では企業の果たす役割が大きいと考えら
れる。日本的雇用慣行のもと、正社員が自由に労働時間を決めることが難しく、労働需要
側の制約を受け、長時間労働が余儀なくされることが少なくない（例えば山口［2009］や
Kuroda and Yamamoto [2011]  などを参照） 。他の先進諸国のように労働者の転職機会が豊
富であれば、転職を通じて WLB の実現を図ることもできるが、わが国ではその可能性も高
くない。このため、各企業で労働者の WLB に向けてどのような取り組みがなされるかが、
日本人の WLB の実現を左右する大きな要因になりうる。 













を除き、積極的に労働者の WLB 実現に取り組む企業はあらわれず、WLB 施策の自発的な














1 つめの留保は、他の施策との補完性についてである。単に企業が WLB 施策を導入する
だけで企業業績がよくなることはなく、他の施策と併せることでプラスの効果がみられる
というものである。具体的には、男女の均等施策（脇坂［2006, 2007］ 、長江［2008］など）













3 つめの留保は、 多くの研究が従業員 300 人以上の中堅 ・ 大企業を対象にしたものであり、
中小企業における WLB 施策の費用対効果は必ずしも明らかになっていないことである。 数
少ない研究例としては、脇坂（2009）や川口・西谷（2009）があるが、中小企業を対象と
した研究のさらなる蓄積は必要不可欠といえる。 
以上のことを踏まえ、 本稿では次の 3 つを主な目的として、 企業の WLB 施策の中長期的
な費用対効果を測定する。1 つは、企業の WLB 施策の費用対効果がプラスになる条件を明
                                                  
1  このほか、海外の研究例になるが Bloom et al. (2007)  では、WLB 施策と良好な HRM（人事管
理）施策の相関関係を強調し、企業業績に重要なのは WLB 施策ではなく HRM 施策のほうであ
り、良好な HRM 施策があれば WLB 施策の重要性は低いと指摘している。 































3 つめは、中堅大企業だけでなく、中小企業における WLB 施策の費用対効果も測定する
ことである。本稿で利用するデータには従業員 100 人以上 300 人未満の企業が多数含まれ
ており、こうした中小企業においてもパネルデータをもとに WLB 施策が TFP に与える中
長期的な費用対効果を測定することができる。 




した場合には、WLB 施策が一貫して中長期的に TFP を高めるという因果関係は見出せな
かった。次に、いくつかの企業特性に注目して WLB 施策の効果を測定したところ、以下の









児） 休業制度といった施策が中長期的に TFP にプラスの影響を与えやすいこともわかった。
さらに、中小企業であっても、労働の固定費用の大きい企業では WLB 施策が TFP を上昇
させる効果がみられることも示された。具体的には、労働保蔵が大きい中小企業や正社員
比率の高い中小企業では、 正社員への転換制度や長時間労働是正の取組みなどの WLB 施策
に中長期的にプラスの効果が確認できた。ただし、中小企業の場合、労働保蔵の小さい企
業や正社員比率の低い企業では、WLB 施策の導入によって、かえって TFP が低下してし





を進めることで、企業が自発的に WLB 施策を導入するようになることも期待できる。 
以下、2 節では、分析フレームワークを説明し、3 節では、分析に利用するデータと変数
について述べる。4 節では推計結果を提示し、続く 5 節では政策含意について言及する。最
後に 6 節では本稿のまとめと今後の検討課題について述べる。 
 
 
2.  分析フレームワーク 
 
(1)  WLB 施策が企業の生産性を高めるチャンネル 
 
企業が労働者の WLB 実現に向けた取り組みを実施することは、 どのようなメカニズムに
よって企業の生産性を高めるのだろうか。Baughman et al. (2003)  によれば、企業の WLB 施





爪（2002）や松繁（2006） 、川口（2007）などは WLB 施策が従業員の定着率を高める可能
性、武石（2006）や川口・長江（2005）などでは WLB 施策によって従業員の採用パフォー
マンスが向上する可能性、守島（2006） 、坂爪（2009） 、阿部（2009）などでは、WLB 施策
が従業員のモチベーション（仕事満足度など）を高める可能性を指摘している。 
本稿ではこれらのチャンネル自体を検証するというよりは、 企業の WLB 施策が各チャン
ネルを通じて中長期的な TFP にどのような影響を与えるかという総合的な効果を検証する。








施策後に上記のチャンネルを通じて生産効率が向上すれば TFP は上昇し、逆に、WLB 施
策の導入によって金銭的な費用がかさんだり、制度変更に伴う非効率性が生じたりすれば、













用の大きな企業ほど、 従業員の定着率や採用パフォーマンスの向上を通じた WLB 施策の効
果が大きく生じやすいと考えられる。そこで、以下の分析では、各企業の労働の固定費用
の大きさを過去の労働保蔵の大きさ（売上高変動に対する雇用変動の大きさで判断）や正







本稿は WLB 施策が効果を上げるためのより広い条件を検証するものと位置づけられる。 
 























きないという批判である。 こうした批判は WLB 施策の普及を推進するうえで常に生じてき








を活かして、本稿では、WLB 施策導入後の TFP の変化を年単位で捉えることで、費用対
効果の詳細なラグ構造を明らかにする。 
 
(3)  推計アプローチ 
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ここで、Yit は付加価値、Ait は TFP（全要素生産性） 、Lit は労働投入量、Kit は資本投入量、
WLBitは WLB 施策の有無（t 年時点） 、sitは WLB 施策導入後の年数、ηiは企業固有の特性、
trend はタイムトレンドである。通常の生産関数と異なるのは、TFP が WLB 施策（施策の
有無と導入後の年数）に影響を受ける可能性を明示的に考慮している点である。 










Pakes (1996)  や Levinsohn and Petrin (2003)  らの手法を用いて生産関数を推計すること
が一般的になりつつある。彼らの手法では、 「分析者には観測できないが、経営者には観察
できる外的なショック」は、設備投資（Olley and Pakes）あるいは中間投入額(Levinsohn 
and Petrin）と相関を持つと想定し、これらの変数を用いた推計方法が提案されている。本
稿では、サンプルに含まれる多くの中小企業では、必ずしも毎年設備投資が行われている
わけではないという点を踏まえ、 中間投入額を利用する Levinsohn and Petrin (2003)  の手
法を用いて TFP を計測する。 
以下の推計では、 (1)式の生産関数を直接推計するのではなく、 まず Levinsohn and Petrin 
(2003)  の手法で各企業の TFP を計測し、次に計測された TFP が WLB 施策にどのような
影響を受けるかを推計する、という 2 段階アプローチをとる6。具体的には、まず第 1 段階
として、生産関数を推計した際の残差としての TFP を企業毎に以下のように導出する。 
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生産関数の推計は Levinsohn and Petrin (2003)  の手法にもとづく標準的なものであるが、
本稿では、労働投入量として、雇用者数を正規雇用と非正規雇用（パート・アルバイト、
契約社員など＜派遣社員は除く＞）に分け、さらにそれぞれの労働時間も各企業の投入量
                                                  
6  こうした２段階での推計アプローチは、 研究開発投資や HRM 施策が TFP に与える影響を想定
するような研究で広く用いられている（Black and Lynch [2001]  や Todo and Shimizutani [2008]  な
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ここでは、 WLB 施策が TFP に与える影響のラグ構造については特定の関数形を仮定せず、





3.  利用データ 
 
(1)  統計資料 
 
本稿で用いる主なデータは 『企業活動基本調査』 （経済産業省） と経済産業研究所 （RIETI）
が実施した企業アンケート調査の個票である。 『企業活動基本調査』は、H4  年度（1991  年
度対象）に開始された日本初の本格的な企業パネル調査であり、H7  年度（1994  年度対象）
以降は毎年調査が行われている。調査の対象は、商工鉱業、および一部の電力・ガスや、
クレジットカード業などの一部のサービス業に属する事業所を有する企業のうち、従業員 
50 人以上、かつ資本金または出資金 3000 万円以上の会社である。調査項目は、基本的な












ス施策の国際比較と日本企業における課題の検討」において、2010 年 1 月に『企業活動基
本調査』の回答先企業に対してアンケート調査を実施し、過去の平均労働時間（正社員）
や WLB 施策の導入の有無と導入年、 労務管理全般に関する事項などを調査した。 調査は 『企
業活動基本調査』 の回答企業のうち従業員 100 名以上の 9,628 社を対象にした郵送調査であ




(2)  TFP の推計に用いる変数 
 
















なお、RIETI 実施の企業アンケート調査では、正社員の労働時間を過去 5 時点のみ調査し
ているため、TFP の推計はすべてのデータが利用できる 1992 年（ 『企業活動基本調査』では
1991 年度） 、1998 年（同 1997 年度） 、2004 年（同 2003 年度） 、2007 年（同 2006 年度） 、2008
年（同 2007 年度）の 5 時点を利用する。 
 
 
                                                  
7 RIETI 実施の企業アンケート調査の詳細については武石（2011）を参照されたい。 









(3)  WLB 施策や企業特性に関する変数 
 
企業別の WLB 施策については、RIETI 実施の企業アンケート調査で各種の WLB 施策の
有無と導入年を調査しているので、TFP を利用できる 5 時点において WLB 施策の導入の有
無を示すダミー変数を作成・利用する。ただし、WLB 施策導入の内生性を考慮し、また、
効果のラグ構造を明らかにするため、推計には、各時点からみて 1、2、3、4、5 年前およ



























                                                  
9 RIETI 実施の企業アンケート調査では、各企業に人事管理の方針として「社員の長期雇用の維
持」について、 「重視している」 、 「やや重視している」 、 「どちらとも言えない」 、 「あまり重視し








4.  企業の WLB 施策と TFP の関係 
 
(1)  基本的な観察事実 
 
まず、前節(2)式で導出した TFP と企業の WLB 施策の導入率の推移を図 1 で観察してみ
る。図 1 は TFP の水準を折れ線グラフ（左目盛） 、各種 WBL 施策の導入率を棒グラフにし
（右目盛） 、それぞれ 1998 年、2004 年、2007 年、2008 年の 4 時点の推移をプロットしたも
のである。ただし、TFP の水準は WLB 施策の導入時期別にプロットしており、白抜きのプ
ロットは未導入、黒色のプロットは導入済での TFP であることを意味する。なお、TFP は
1992 年も推計しているが、WLB 施策の導入率が極端に低いものがあるため、以下の分析で
は 1998 年以降の 4 時点を用いることにした。 
WLB 施策のうち、法を上回る育児休業制度（施策 1）からみてみると、導入率は 2008 年




ても伸び率でみても TFP が高く推移している。 
ところが、1998 年から 2003 年までに導入した企業（■印）や 2004 年から 2006 年に導入
した企業（●印）をみると、導入後の TFP の伸び率は未導入の企業（○印）と変わらない
ようにみえる。 さらに、 興味深いことに、 これらの企業で WLB 施策を導入する前の TFP （□
印や○印）をみると、導入前の時点からすでに TFP の水準が未導入の企業よりも高くなっ
ている。このことは、WLB 施策（法を上回る育児休業制度）を導入したから TFP が上昇し
たというよりは、 逆に、 もともと TFP 水準の高い企業で WLB 施策が導入されているという
逆の因果性の存在を示唆する。つまり、先行研究で留保されていたように、WLB 施策が企
業業績に与える影響には逆の因果性があり、 この点を考慮しないと WLB 施策の費用対効果
を見誤ってしまうことが指摘できる。 
同様のことは他の WLB 施策についてもあてはまる。具体的には、法を上回る育児休業制
度（施策 2）や短時間勤務制度（施策 3） 、フレックスタイム制度（施策 4）はいずれも導入
率が低く、 TFP の水準は未導入企業よりも導入企業で高いものの、 導入後の伸びが常に未導
入企業よりも高いとは限らない。また、勤務地限定制度（施策 5）は導入率が極めて低く、
正社員への転換制度（施策 6）は比較的導入率は高いが、いずれも導入後に TFP が大きく伸
びる傾向はみられない。 
                                                  






たとえば、WLB への取組（施策 7）について、1998 年から 2003 年までに導入した企業（■
印） 、あるいは、2004 年から 2006 年までに導入した企業（●印）の TFP をみると、施策導
入後、未導入企業（◇印）よりも大きく伸びていることがみてとれる。同様に、2007 年以
降の導入率が高い長時間労働是正の組織的な取組（施策 8）についても、2004 年から 2006
年までに導入した企業（●印）では、導入前には TFP の水準が未導入企業と変わらなかっ
たものの、導入後の 2007 年や 2008 年には顕著に高くなっていることがわかる。また、同
施策を 1998 年から 2003 年までに導入した企業（■印）については、導入直後の 2004 年時
点では効果がみられないものの、2007 年や 2008 年には未導入企業を上回るペースで TFP
が伸びており、効果にラグが伴う可能性も把握できる。 
以上、図 1 からは次のようなことがわかったといえる。すなわち、①WLB 施策の導入率
は総じて低いものの、2000 年代には大きく上昇している、②WLB 施策の中では、非正社員
から正社員への転換制度や長時間労働是正の組織的な取組みといった施策の導入率が比較
的高い、③WLB 施策を導入している企業ほど TFP が高い傾向がみられる、④ただし、WLB
施策の導入企業ではもともとの TFP 水準が高く、また、導入後の伸び率が顕著に高いわけ
ではないため、TFP の高い企業ほど WLB 施策を導入しているという逆の因果性が存在する
可能性が高い、⑤WLB への取組（推進組織の設置など）や長時間労働是正の組織的な取組
みなどの一部の WLB 施策では、導入後に TFP が（ラグを伴って）大きく上昇するケースも
みられる、といったことである。これらの点を踏まえ、以下では、WLB 施策導入の内生性
や効果ラグを考慮しながら、WLB 施策が TFP に与える影響を推計する。 
 
(2)  全企業・企業規模・業種別の推計結果 
 
前節の(3)式を推計する際に用いた変数の基本統計量は表 1 のとおりである。表 1 では、
全企業をサンプルとして用いるとともに、以下で行う企業特性（規模・業種・労働の固定
費用など）毎に TFP や WLB 施策の導入率がどの程度異なるかを掲載している。 
表 2 には全企業をサンプルにした推計結果を載せている。ここでは敢えて企業固有の特
性を除去しない変量効果モデルでの推計結果を表 2(1)に示し、 固定効果モデルの推計結果で
ある表 2(2)との比較を行っている。表は表頭に 8 種類の WLB 施策をとり、それぞれの施策
の導入時点別のダミー変数、トレンド項、定数項の推定パラメータとサンプルサイズを掲
載している。その下に掲載している平均効果とは、WLB 施策導入ダミーのうち 1 年前から
3 年前まで、あるいは、全期間のパラメータの平均値のことであり、WLB 導入によって通
算でどの程度のネットの TFP 変化がみられたかを示している。 
まず、 表 2(1)の変量効果モデルの推計結果からみると、 法を上回る育児休業制度 （施策 1）
や法を上回る介護休業制度 （施策 2） 、 短時間勤務制度 （施策 3） 、 フレックスタイム制度 （施




っており、中長期的な効果が示唆される。また、正社員への転換制度（施策 6）や WLB の
取組（施策 7） 、長時間労働是正の組織的な取組（施策 8）でも、施策導入後 1～2 年程度に
有意にプラスの効果がみられており、これらの施策の短期的な効果が示唆される。こうし




ない可能性が懸念される。 そこで、 これらの問題を考慮した表 2(2)の固定効果推計をみてみ
ると、やはり推計結果が大きく異なることがわかる。まず、施策 1～4 にみられた導入 5 年




の内生性を考慮すると、WLB 施策と TFP の相関関係はみられなくなり、WLB 施策が TFP
を高めるという因果関係や効果はみられないことを意味する。 
次に、 企業規模別に WLB 施策が TFP に与える影響を固定効果推計した結果を表 3 でみて
みたい。まず、表 3(1)の従業員 300 人以上の中堅大企業の結果をみてみると、表 2 とは違っ
て、プラスに有意になるパラメータが散見されることがわかる。具体的には施策 1、2、7、
8 であり、法を上回る育児休業制度（施策 1）と WLB の取組（施策 7）では短期および中長
期的な効果、法を上回る介護休業制度（施策 2）や長時間労働是正の組織的な取組（施策 8）
では中長期的な効果が有意にプラスに推計されている。また、これらの施策が TFP に与え
る効果の度合いも大きく、平均効果でみて導入後 3 年間で 12.7～20%、長期的には 10.5～
25.5%という高い伸びを TFP に及ぼすことが示されている。このように、従業員 300 人以上
の規模の企業に限定すれば、WLB 施策の中には、企業の TFP を押し上げる費用対効果をも
っているものがある。もっとも、通算の平均効果には表れないものの、短時間勤務制度（施
策 3）や勤務地限定制度（施策 4） 、正社員への転換制度（施策 6）などでは一部に TFP を押
し下げるケースもみられており、 すべての WLB 施策に効果があるわけではない点には留意
が必要といえる。 
一方、表 3(2)の従業員 100-300 人の中小企業の結果をみてみると、中堅大企業に比べ、
WLB 施策の効果は顕著に小さくなっていることがわかる。特に、WLB の取組（施策 7）に
ついては、導入することでかえって TFP が有意に低下してしまうことが示されている。も
っとも、法を上回る介護休業制度（施策 2）や短時間勤務制度（施策 3）の 5 年後の効果で
はプラスがみられるほか、正社員への転換制度（施策 6）では 1 年後と 3 年後に大きなプラ
スの効果があり、結果的に平均効果も有意にプラスに推計されている。つまり、中小企業
では WLB 施策の効果は全般的に小さく、 施策によっては費用が効果を上回ってしまうもの






製造業では施策 2、6、7、8 で TFP を中長期的にも押し上げる効果がみられる一方で、非製
造業ではほとんどの係数が有意でなく、法を上回る介護休業制度（施策 2）のように 3 年間
の平均効果が有意にマイナスになるケースもあることがわかる。こうした業種による違い
は何を反映しているのだろうか。1 つの可能性としては企業規模の違いが考えられるが、今












(3)  労働の固定費用別の推計結果 
 
前節で述べたように、本稿では労働の固定費用の代理指標として、労働保蔵の度合い、
正社員比率の高低、長期雇用に対する重視度合いの 3 つを用いる。 
まず、表 5 には、労働保蔵の度合いの大きさでサンプルを 2 つ分けて推計した結果を載




る企業では、正社員への転換制度（施策 6）や WLB の取組（施策 7） 、長時間労働是正の組
織的な取組（施策 8）といった WLB 施策で TFP を中長期的にも上昇させる有意な効果が推
計されている。効果の大きさも相応のものであり、これらの WLB 施策を導入することによ
って、平均効果で 1～2 割程度、TFP が通算で上昇することが示されている。ただし、フレ
ックスタイム制度 （施策 4） については、 逆に TFP を押し下げるという結果が得られており、
平均効果も有意にマイナスになっている。 
一方で、労働保蔵の小さい企業については、WLB 施策を導入しても TFP に対して影響を








しては TFP を中長期的に押し上げ、逆に、長時間労働是正の組織的な取組（施策 8）は TFP
を中長期的に押し下げるとの結果も得られている。いずれにしても、表 5 からは、全体の
傾向として、 労働保蔵の大きい企業ほど WLB 施策が TFP に与える効果が出やすいことが指
摘できる。 
次に、表 6 で正社員比率別の推計結果をみてみると、正社員比率が中央値よりも高い企
業では、WLB の取組（施策 7）や長時間労働是正の組織的な取組（施策 8）といった WLB
施策でTFPにプラスの効果がみられる。 反対に正社員比率が低い企業では、 ほとんどのWLB
施策で効果がみられないほか、WLB の取組（施策 7）では長期的に TFP を低下させてしま
う。さらに、表 7 をみてみると、長期雇用の維持を重視する企業では、正社員への転換制










なお、表 4 では非製造業よりも製造業で WLB 施策の効果が多くみられたが、労働の固定費
用を比べると製造業のほうが非製造業よりも大きかった。このことは表 5～7 の推計結果と




(4)  その他企業特性別の推計結果 
 




まず、 表 5(1)では従業員の能力開発を重視している企業に限定した推計結果である。 これ
をみると、平均効果はいずれも有意にはなっていないものの、法を上回る介護休業制度（施







策 2）や WLB の取組（施策 7）で 5 年前あるいは 6 年以上前に導入のダミー変数が有意に
なっているほか、一部で短期的な効果もみられる。従業員の能力開発を重視している企業
では人材育成施策を積極的に行っていると考えられるため、 阿 部・黒 澤 （2006） や阿部 （2007）
などの先行研究と同様の結果が示されたといえよう。 
次に、表 5(2)では、課長相当職以上の女性管理職がいる企業において、正社員への転換制
度（施策 6）や WLB の取組（施策 7） 、長時間労働是正の組織的な取組（施策 8）で平均効
果が有意にプラスになっているなど、WLB 施策に中長期的な効果があることが示されてい
る。ただし、フレックスタイム制度（施策 4）については、平均効果が有意にマイナスにな
っている点には留意が必要といえる。一方、表 5(3)では、成果主義を 2002 年以前の早いタ
イミングで導入している企業において、法を上回る育児休業制度（施策 1）や法を上回る介
護休業制度（施策 2）といった WLB 施策の平均効果が有意にプラスになっており、TFP の
中長期的な上昇をもたらすことが示されている。女性管理職がいたり、成果主義を導入す
ることで勤続年数や性別によらず成果で賃金や昇進が決まる人事体系をとっていたりする




(5)  労働の固定費用とその他の条件の組み合わせ 
 




人以上、女性管理職のいる大企業をそれぞれサンプルにしたうえで、WLB 施策が TFP に与
える効果を推計した。 
表をみると、条件を組み合わせることで、WLB 施策が TFP に与える中長期的な効果がよ
り明確にあらわれる傾向があることがわかる。たとえば、労働保蔵が大きい中堅大企業で
は施策 1～2 や施策 6～7、労働保蔵が大きい製造業では施策 6～8、労働保蔵が大きくて女
性管理職もいる企業では、施策 5～6 や施策 8 で平均効果が有意にプラスになっている。た
だし、表 5(1)でもあったように、フレックスタイム制度（施策 4）は、労働保蔵の大きい企
業でむしろ TFP を中長期的に低下させる傾向がある点には留意すべきである。 
フレックスタイム制度が TFP を低下させることの解釈は難しく、今後さらなる検討が必
要といえる。ただし、1 つの可能性として、労働の固定費用の大きい企業ほど、男女均等施














策の双方の条件が WLB 施策にとって重要であることを示唆するといえよう。 
 
(6)  中小企業の推計結果 
 
最後に、これまで分析例の少ない中小企業にサンプルを限定した推計結果を表 10 に示し
た。表 10 は従業員 100-300 人の企業を対象にしたものであり、(1)労働保蔵の度合い、(2)
正社員比率、(3)長期雇用に対する重視度合い、(4)能力開発の重視度合い、(5)女性管理職の




も、WLB 施策が TFP を押し上げる傾向があることがわかる。具体的には、表 10(1)から、
労働保蔵の度合いの大きい企業では、正社員への転換制度（施策 6）や長時間労働是正の組









は正社員への転換制度（施策 6）が TFP を押し上げるほか、WLB の取組（施策 7）につい
てはどの企業でも TFP を押し下げることがわかる。ただし、長期雇用の維持を重視しない
企業では、長時間労働是正の組織的な取組（施策 8）によって TFP が上昇することもみられ
る。 
次に、表 10(4)～表 10(6)をみると、従業員の能力開発を重視している企業では短時間勤務




に導入している企業では短時間勤務制度 （施策 3）が TFP を中長期的に高めることが示され
ている。一方で、WLB 施策によって TFP が低下するケースも見受けられ、特に、WLB の
取組 （施策 7） では企業の特性にかかわらず TFP を低下させるマイナスの効果が確認できる。  
以上のことから、従業員 100-300 人規模の中小企業であっても、短時間勤務制度（施策 3）
や正社員への転換制度（施策 6）などの WLB 施策は、労働の固定費用が大きい企業や均等
施策がとられている企業などで TFP を上昇させる効果があることがわかった。しかし、中
小企業の特徴として、WLB 施策を実施することでかえって TFP が低下してしまうケースが






5.  政策含意 
 
最後に、以上の分析結果から導出できる政策含意について考察したい。本稿の分析から




ては、今後、TFP 上昇が見込める WLB 施策を自発的に導入していくことが期待できる。
ここで重要なのは、現時点における WLB 施策の導入率である。図 1 や表 1 でみたように、
WLB 施策の導入率は総じて低く、さらに、表 1 からもわかるように、企業規模や労働の固
定費用の大きさなどの条件によって導入率が顕著に変わるような傾向はみられない。 
この点をより明示的にみるため、図 2 には、これまでの推計で TFP を高める効果が確認
された各種の WLB 施策について、中長期的な平均効果の大きさと導入率を企業規模、労働
保蔵の度合い（労働の固定費用） 、女性管理職の有無（均等施策）といった条件別にプロッ







ことで、 政策的に WLB 施策の普及を後押しできる可能性がある。 中堅大規模企業や製造業、
















することはないことを強調したうえで、 社会的な要請として WLB 施策の導入が望まれるこ
とを企業に働きかける政策が望ましいといえよう。ただし、中小企業に関しては、WLB 施
策を実施することでかえって TFP が減少してしまうこともみられた。このため、条件に合









をリンクさせたパネルデータをもとに、個別企業の TFP を推計し、各種の WLB 施策を導
入することで、 TFP がその後どのように推移していくかを定量的に把握した。 その際には、




ンスの向上を通じて WLB 施策の TFP に与える効果が大きく生じる可能性を検討した。 
検証の結果、まず、一部の WLB 施策には TFP とプラスの相関があることがわかった。
しかし、これは、もともと TFP の水準の高い企業ほど WLB 施策を積極的に導入している
という逆の因果性を反映したものである可能性が高い。事実、資金力や潜在成長力といっ
た企業固有の特性を固定効果推計によってコントロールした場合には、WLB 施策が一貫し





WLB 施策が企業の TFP を中長期的に上昇させる傾向があることもわかった。すなわち、
①従業員 300 人以上の中堅大企業、②製造業、③労働の固定費の大きい企業（労働保蔵の
度合いの大きい企業や正社員比率の高い企業） 、④均等施策をとっている企業（女性管理職
のいる企業や成果主義を導入している企業） である。 このほか、 WLB 施策の種類としては、
①推進組織の設置などの WLB への取組み、②長時間労働是正の組織的な取組み、③非正社
員から正社員への転換制度、④法を上回る介護（育児）休業制度といった施策が中長期的
に TFP にプラスの影響を与えやすいことも明らかになった。 さらに、 中小企業であっても、




は、WLB 施策の導入によって、かえって TFP が低下してしまうなど、企業の特性や WLB
施策の種類によって TFP に与える影響にばらつきがみられることも明らかになった。 
こうした推計結果は、 どのような企業でも WLB 施策を導入するだけで生産性が向上する















かの WLB 施策が中長期的に TFP を高める効果があることを示したり、より具体的な成功













で WLB 施策を実施する際には、 個別に効果を見極めながら慎重に対応することが必要であ
る。 
最後に、本稿の分析の留意点と今後の検討課題について述べる。まず、本稿では WLB 施
策が企業の TFP を高める可能性を示したが、 あくまで WLB 施策の導入とその後の TFP の
水準の関係を検証しただけであり、企業や労働者で具体的にどのような変化が生じている
かを捉えてはいない点には、留意が必要である。例えば、WLB 施策を導入して TFP が上
昇した企業において、労働者の定着率や採用パフォーマンスが本当に向上したのか、ある
いは、労働者の WLB や労働時間などにどのような変化があったのか、といった点を検証す
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表 1  基本統計量 
(1)  全サンプル・企業規模・業種別 
全サンプル
300人以上 100-300人 製造業 非製造業
TFP（期間平均） 0.32 0.34 0.30 0.34 0.29
(0.17) (0.18) (0.16) (0.16) (0.17)
WLB施策
   法を上回る育児休業制度
導入ダミー 0.18 0.23 0.14 0.20 0.15
(0.38) (0.42) (0.35) (0.40) (0.36)
導入年 2000 2000 2001 2001 2000
(6.99) (6.98) (7.01) (7.47) (6.12)
   法を上回る介護休業制度
導入ダミー 0.15 0.19 0.12 0.17 0.12
(0.36) (0.40) (0.32) (0.38) (0.33)
導入年 2000 1999 2002 2000 2000
(5.72) (5.90) (5.10) (5.81) (5.57)
  短時間勤務制度（育児・介護以外）
導入ダミー 0.10 0.09 0.11 0.09 0.11
(0.30) (0.28) (0.31) (0.29) (0.31)
導入年 2002 2002 2002 2002 2002
(5.90) (5.18) (6.27) (5.73) (6.12)
  フレックスタイム制度
導入ダミー 0.15 0.20 0.12 0.18 0.12
(0.36) (0.40) (0.32) (0.38) (0.32)
導入年 1999 1997 2001 1998 2000
(7.28) (7.79) (6.14) (7.53) (6.49)
  勤務地限定制度
導入ダミー 0.06 0.10 0.03 0.04 0.09
(0.24) (0.30) (0.17) (0.19) (0.28)
導入年 1996 1998 1991 1994 1997
(13.32) (8.49) (19.86) (16.80) (11.19)
非正規社員の正社員への転換制度
導入ダミー 0.27 0.31 0.24 0.24 0.29
(0.44) (0.46) (0.42) (0.43) (0.45)
導入年 2001 2000 2002 2002 2000
(8.54) (9.70) (7.29) (8.29) (8.76)
WLBの取組（推進組織の設置など）
導入ダミー 0.12 0.17 0.10 0.15 0.10
(0.33) (0.37) (0.29) (0.35) (0.30)
導入年 2006 2006 2007 2006 2007
(2.74) (2.83) (2.58) (2.70) (2.83)
長時間労働是正の組織的な取組
導入ダミー 0.30 0.30 0.29 0.31 0.28
(0.46) (0.46) (0.46) (0.46) (0.45)
導入年 2004 2004 2004 2004 2004
(5.96) (5.65) (6.19) (6.49) (5.15)
サンプルサイズ 1,292 527 765 581 646
企業規模 業種
 
備考） 1.（  ）内は標準偏差。 








(2)  労働の固定費用別 
大きい企業 小さい企業 高い企業 低い企業 重視 それ以外
TFP（期間平均） 0.33 0.30 0.34 0.30 0.32 0.31








   法を上回る育児休業制度
導入ダミー 0.18 0.17 0.20 0.16 0.20 0.16
(0.39) (0.38) (0.40) (0.37) (0.40) (0.37)
導入年 2001 1999 2000 2001 2001 1999
(6.27) (7.63) (7.46) (6.32) (6.26) (7.16)
   法を上回る介護休業制度
導入ダミー 0.15 0.15 0.17 0.13 0.17 0.13
(0.36) (0.36) (0.37) (0.34) (0.37) (0.34)
導入年 2001 2000 2000 2001 2001 1999
(5.29) (6.09) (5.96) (5.31) (5.51) (5.87)
  短時間勤務制度（育児・介護以外）
導入ダミー 0.09 0.11 0.10 0.10 0.10 0.09
(0.29) (0.31) (0.30) (0.30) (0.30) (0.29)
導入年 2002 2002 2002 2001 2001 2003
(5.16) (6.52) (5.04) (6.69) (6.58) (5.09)
  フレックスタイム制度
導入ダミー 0.16 0.14 0.19 0.11 0.17 0.13
(0.37) (0.35) (0.39) (0.32) (0.38) (0.33)
導入年 2000 1998 1998 2000 1998 2000
(6.83) (7.65) (7.70) (6.25) (7.03) (7.53)
  勤務地限定制度
導入ダミー 0.04 0.07 0.06 0.05 0.05 0.07
(0.20) (0.26) (0.24) (0.23) (0.23) (0.25)
導入年 1995 1996 1994 1998 1993 1998
(15.58) (12.02) (14.27) (11.92) (17.78) (7.75)
非正規社員の正社員への転換制度
導入ダミー 0.25 0.28 0.26 0.27 0.26 0.27
(0.44) (0.45) (0.44) (0.44) (0.44) (0.45)
導入年 2001 2001 2001 2001 2002 2000
(8.64) (8.46) (8.60) (8.51) (8.07) (8.82)
WLBの取組（推進組織の設置など）
導入ダミー 0.14 0.11 0.15 0.10 0.15 0.10
(0.34) (0.31) (0.36) (0.29) (0.36) (0.30)
導入年 2007 2006 2006 2007 2006 2006
(2.92) (2.51) (3.09) (1.99) (2.64) (2.92)
長時間労働是正の組織的な取組
導入ダミー 0.31 0.29 0.31 0.28 0.31 0.29
(0.46) (0.45) (0.46) (0.45) (0.46) (0.45)
導入年 2004 2004 2004 2004 2004 2005
(6.02) (5.92) (5.46) (6.46) (6.23) (5.70)
サンプルサイズ 646 646 646 646 636 637
労働保蔵の度合い 正社員比率 長期雇用の重視度
 
備考） 1.（  ）内は標準偏差。 
      2 .   W L B導入ダミーは 2008 年までに導入している場合に 1、それ以外は 0 とするダミー変数。 







(3)  その他企業属性別 
重視 それ以外 有 無 早期導入 それ以外
TFP（期間平均） 0.33 0.31 0.34 0.31 0.32 0.32








   法を上回る育児休業制度
導入ダミー 0.19 0.17 0.24 0.15 0.18 0.18
(0.39) (0.37) (0.43) (0.36) (0.39) (0.38)
導入年 2001 2000 1999 2001 2001 2000
(6.69) (6.78) (7.43) (6.59) (7.19) (6.93)
   法を上回る介護休業制度
導入ダミー 0.15 0.15 0.19 0.13 0.16 0.15
(0.36) (0.35) (0.39) (0.34) (0.37) (0.35)
導入年 2000 2001 1999 2001 2001 2000
(5.93) (5.53) (6.06) (5.41) (5.68) (5.72)
  短時間勤務制度（育児・介護以外）
導入ダミー 0.12 0.09 0.12 0.09 0.11 0.10
(0.32) (0.28) (0.32) (0.29) (0.31) (0.30)
導入年 2001 2003 2002 2002 2003 2002
(6.29) (5.46) (4.61) (6.44) (5.22) (6.11)
  フレックスタイム制度
導入ダミー 0.18 0.13 0.17 0.14 0.13 0.16
(0.38) (0.33) (0.37) (0.35) (0.34) (0.36)
導入年 1998 1999 1998 1999 2000 1999
(7.47) (7.08) (7.20) (7.29) (6.45) (7.47)
  勤務地限定制度
導入ダミー 0.06 0.05 0.09 0.05 0.05 0.06
(0.24) (0.23) (0.29) (0.21) (0.21) (0.24)
導入年 1994 1997 1997 1996 1998 1996
(14.98) (12.07) (8.70) (15.97) (10.49) (13.95)
非正規社員の正社員への転換制度
導入ダミー 0.28 0.25 0.29 0.26 0.25 0.27
(0.45) (0.44) (0.45) (0.44) (0.43) (0.44)
導入年 2001 2001 2001 2001 2002 2001
(8.78) (8.42) (8.46) (8.59) (6.79) (8.97)
WLBの取組（推進組織の設置など）
導入ダミー 0.16 0.10 0.16 0.11 0.11 0.13
(0.37) (0.30) (0.37) (0.31) (0.31) (0.34)
導入年 2006 2007 2006 2007 2007 2006
(2.96) (2.49) (2.46) (2.89) (2.13) (2.88)
長時間労働是正の組織的な取組
導入ダミー 0.30 0.30 0.26 0.31 0.39 0.27
(0.46) (0.46) (0.44) (0.46) (0.49) (0.44)
導入年 2004 2004 2004 2004 2003 2005
(5.89) (6.07) (5.98) (5.96) (6.58) (5.64)
サンプルサイズ 535 738 366 926 303 989
社員の能力開発の重視度 女性管理職の有無 成果主義
 
備考） 1.（  ）内は標準偏差。 
      2 .   W L B導入ダミーは 2008 年までに導入している場合に 1、それ以外は 0 とするダミー変数。 







表 2 WLB 施策が TFP に与える影響：全企業 
 
(1) 変量効果モデル 
























１年前に導入 0.070 -0.007 -0.114 -0.092 0.028 0.098+ 0.203** 0.007
(0.084) (0.093) (0.074) (0.120) (0.065) (0.051) (0.062) (0.039)
２年前に導入 0.069 0.065 -0.010 -0.052 -0.016 -0.046 0.138+ 0.090+
(0.043) (0.049) (0.063) (0.066) (0.083) (0.048) (0.083) (0.048)
３年前に導入 0.028 0.023 0.041 0.001 -0.230 0.047 0.096 0.067
(0.060) (0.071) (0.070) (0.066) (0.149) (0.049) (0.100) (0.056)
４年前に導入 -0.001 0.061 -0.012 0.062 0.013 -0.029 -0.075 -0.044
(0.069) (0.083) (0.084) (0.069) (0.075) (0.042) (0.129) (0.049)
５年前に導入 0.117* 0.217** 0.123 0.140* 0.114 0.055 0.135 0.054
(0.047) (0.047) (0.081) (0.068) (0.077) (0.057) (0.084) (0.059)
0.160** 0.242** 0.078+ 0.188** 0.021 -0.101** 0.084 0.005
(0.035) (0.036) (0.047) (0.037) (0.048) (0.032) (0.115) (0.037)
トレンド 0.018** 0.017** 0.020** 0.018** 0.020** 0.020** 0.019** 0.019**
(0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.002) (0.001) (0.002)
定数項 -37.390** -36.027** -40.914** -37.563** -40.766** -41.645** -40.204** -38.853**
(2.864) (2.829) (2.827) (2.813) (2.729) (3.030) (2.843) (3.009)
サンプルサイズ 4,757 4,775 4,774 4,760 4,870 4,201 4,782 4,358
0.055 0.027 -0.028 -0.048 -0.073 0.033 0.146** 0.055+
[1.91] [0.35] [0.41] [0.80] [1.25] [1.10] [7.51] [3.14]
0.074* 0.100** 0.017 0.041 -0.012 0.004 0.097+ 0.030









備考） 1.  従属変数は付加価値ベースの TFP（自然対数） 。 
2.  （  ）内は標準誤差（White robust standard errors） 、 ［  ］内は F 値（係数の合計の F 検定） 。 








(2)  固定効果モデル 
























１年前に導入 0.016 -0.048 -0.156* -0.170 -0.033 0.093* 0.164** 0.017
(0.085) (0.102) (0.074) (0.128) (0.072) (0.046) (0.055) (0.036)
２年前に導入 0.034 0.039 -0.034 -0.092 0.017 -0.020 0.046 0.092+
(0.050) (0.058) (0.066) (0.079) (0.099) (0.048) (0.093) (0.051)
３年前に導入 0.001 -0.007 0.035 -0.034 -0.226 0.085 0.081 0.073
(0.065) (0.077) (0.056) (0.081) (0.182) (0.053) (0.106) (0.060)
４年前に導入 -0.050 0.026 -0.056 0.012 -0.028 0.006 -0.043 -0.020
(0.074) (0.091) (0.110) (0.073) (0.085) (0.051) (0.137) (0.051)
５年前に導入 0.034 0.167** 0.075 0.055 0.055 0.132* 0.193+ 0.093+
(0.062) (0.064) (0.086) (0.095) (0.074) (0.061) (0.117) (0.056)
0.068 0.189* 0.004 0.091 -0.060 -0.043 0.097 0.050
(0.068) (0.082) (0.074) (0.077) (0.078) (0.060) (0.145) (0.062)
トレンド 0.019** 0.018** 0.020** 0.019** 0.020** 0.020** 0.020** 0.018**
(0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002)
定数項 -39.177** -37.254** -42.080** -39.663** -41.556** -40.469** -41.214** -38.363**
(3.959) (3.842) (3.899) (3.842) (3.792) (4.258) (3.826) (4.092)
サンプルサイズ 4,757 4,775 4,774 4,760 4,870 4,201 4,782 4,358
0.017 -0.005 -0.052 -0.099 -0.081 0.053 0.097 0.060
[0.12] [0.01] [1.14] [2.16] [0.74] [1.90] [2.16] [2.27]
0.017 0.061 -0.022 -0.023 -0.046 0.042 0.090 0.051









備考） 1.  従属変数は付加価値ベースの TFP（自然対数） 。 
2.  （  ）内は標準誤差（White robust standard errors） 、 ［  ］内は F 値（係数の合計の F 検定） 。 





表 3 WLB 施策が TFP に与える影響：企業規模別 
 
(1) 従業員 300 人以上 
























１年前に導入 0.093 0.075 -0.147 -0.309+ -0.095+ 0.090 0.217** 0.035
(0.086) (0.121) (0.124) (0.163) (0.055) (0.085) (0.076) (0.071)
２年前に導入 0.125+ 0.123 0.053 -0.141 0.113 -0.108+ 0.103 0.129
(0.071) (0.075) (0.112) (0.132) (0.102) (0.063) (0.113) (0.086)
３年前に導入 0.164* 0.151+ 0.140 0.036 0.077 -0.032 0.288* 0.101
(0.067) (0.080) (0.116) (0.130) (0.067) (0.079) (0.122) (0.113)
４年前に導入 0.051 0.220 -0.229 0.140 -0.105 -0.171* 0.304* 0.090
(0.082) (0.135) (0.173) (0.125) (0.090) (0.076) (0.143) (0.083)
５年前に導入 0.091 0.288* -0.186+ 0.205 -0.001 -0.059 0.302** 0.245*
(0.097) (0.136) (0.111) (0.152) (0.079) (0.065) (0.104) (0.114)
0.109 0.298+ -0.153 0.159 -0.146* -0.176* 0.316* 0.196+
(0.135) (0.177) (0.151) (0.113) (0.071) (0.086) (0.148) (0.116)
サンプルサイズ 1,863 1,894 1,909 1,855 1,908 1,640 1,863 1,721
0.127* 0.116 0.016 -0.138 0.032 -0.017 0.203* 0.089
[4.78] [2.47] [0.04] [1.87] [0.32] [0.08] [6.20] [1.45]
0.105+ 0.192+ -0.087 0.015 -0.026 -0.076 0.255** 0.133+









備考） 1.  従属変数は付加価値ベースの TFP（自然対数） 。 
2.  （  ）内は標準誤差（White robust standard errors） 、 ［  ］内は F 値（係数の合計の F 検定） 。 
3.  「**」 、 「*」 、 「+」は、それぞれ 1%、5%、10%水準で統計的に有意なことを示す。 






(2) 従業員 100-300 人 
























１年前に導入 -0.041 -0.011 -0.061 -0.084 0.103 0.110* 0.143 0.052
(0.093) (0.076) (0.080) (0.145) (0.221) (0.049) (0.105) (0.034)
２年前に導入 -0.066 -0.021 -0.088 -0.044 -0.062 0.075 0.146 0.070
(0.060) (0.072) (0.078) (0.106) (0.110) (0.077) (0.102) (0.065)
３年前に導入 -0.082 -0.075 -0.000 -0.083 -0.556 0.182* -0.193+ 0.066
(0.080) (0.089) (0.075) (0.072) (0.358) (0.071) (0.102) (0.068)
４年前に導入 -0.188 -0.130 0.079 -0.003 0.308 0.056 -0.603** -0.067
(0.141) (0.146) (0.109) (0.093) (0.209) (0.062) (0.109) (0.066)
５年前に導入 0.004 0.144+ 0.227+ 0.007 0.152 0.138 -0.141 0.065
(0.079) (0.076) (0.116) (0.108) (0.301) (0.107) (0.087) (0.069)
0.020 0.129 0.078 0.038 -0.120 -0.002 -0.354** 0.001
(0.086) (0.095) (0.090) (0.099) (0.162) (0.075) (0.089) (0.075)
サンプルサイズ 2,894 2,881 2,865 2,905 2,962 2,561 2,919 2,637
-0.063 -0.035 -0.050 -0.071 -0.171 0.122* 0.032 0.063
[1.24] [0.32] [0.67] [0.86] [0.87] [5.30] [0.17] [1.84]
-0.059 0.006 0.039 -0.028 -0.029 0.093+ -0.167** 0.031









備考） 1.  従属変数は付加価値ベースの TFP（自然対数） 。 
2.  （  ）内は標準誤差（White robust standard errors） 、 ［  ］内は F 値（係数の合計の F 検定） 。 
3.  「**」 、 「*」 、 「+」は、それぞれ 1%、5%、10%水準で統計的に有意なことを示す。 






表 4 WLB 施策が TFP に与える影響：業種別 
 
(1) 製造業 
























１年前に導入 0.062 0.053 0.013 -0.213 -0.071 0.079 0.208** 0.058
(0.079) (0.092) (0.073) (0.175) (0.100) (0.069) (0.064) (0.045)
２年前に導入 0.041 0.104 -0.038 -0.138 -0.152+ 0.038 0.124 0.165*
(0.076) (0.079) (0.071) (0.120) (0.084) (0.068) (0.102) (0.066)
３年前に導入 0.026 0.097 0.017 0.035 -0.141 0.190** 0.107 0.146+
(0.094) (0.104) (0.081) (0.099) (0.127) (0.065) (0.121) (0.077)
４年前に導入 -0.065 0.067 -0.024 0.033 0.122 0.028 -0.079 -0.025
(0.083) (0.105) (0.083) (0.100) (0.105) (0.070) (0.180) (0.077)
５年前に導入 0.023 0.209* -0.028 0.094 0.109 0.177* 0.369+ 0.119+
(0.096) (0.088) (0.060) (0.129) (0.106) (0.080) (0.213) (0.070)
0.057 0.187 -0.047 0.081 -0.047 0.012 0.004 0.150+
(0.090) (0.118) (0.093) (0.106) (0.131) (0.068) (0.214) (0.082)
サンプルサイズ 2,561 2,569 2,574 2,545 2,641 2,277 2,587 2,369
0.043 0.085 -0.002 -0.105 -0.121 0.102* 0.146+ 0.123*
[0.44] [1.32] [0.00] [1.45] [2.30] [3.94] [3.51] [5.73]
0.024 0.119+ -0.018 -0.018 -0.030 0.087+ 0.122 0.102*








備考） 1.  従属変数は付加価値ベースの TFP（自然対数） 。 
2.  （  ）内は標準誤差（White robust standard errors） 、 ［  ］内は F 値（係数の合計の F 検定） 。 
3.  「**」 、 「*」 、 「+」は、それぞれ 1%、5%、10%水準で統計的に有意なことを示す。 
































１年前に導入 -0.178 -0.287 -0.267** -0.083 0.047 0.117* -0.000 -0.056
(0.182) (0.205) (0.093) (0.168) (0.091) (0.055) (0.071) (0.050)
２年前に導入 0.023 -0.053 -0.018 0.013 0.094 -0.038 -0.191 -0.038
(0.056) (0.073) (0.104) (0.102) (0.105) (0.059) (0.163) (0.065)
３年前に導入 -0.011 -0.133 0.077 -0.078 -0.223 -0.006 -0.039 -0.022
(0.077) (0.098) (0.075) (0.154) (0.236) (0.070) (0.203) (0.079)
４年前に導入 -0.050 -0.104 -0.057 -0.071 -0.091 0.010 -0.078 -0.022
(0.136) (0.189) (0.210) (0.093) (0.099) (0.071) (0.261) (0.053)
５年前に導入 0.057 0.120 0.160 -0.141 0.122 0.109 0.107 0.019
(0.082) (0.093) (0.137) (0.096) (0.090) (0.080) (0.144) (0.072)
0.114 0.148 0.084 -0.043 0.055 -0.025 0.111 -0.079
(0.098) (0.102) (0.109) (0.079) (0.092) (0.091) (0.133) (0.079)
サンプルサイズ 2,196 2,206 2,200 2,215 2,229 1,924 2,195 1,989
-0.056 -0.158+ -0.070 -0.049 -0.027 0.024 -0.077 -0.039
[0.52] [2.99] [1.09] [0.22] [0.05] [0.25] [0.55] [0.54]
-0.008 -0.052 -0.004 -0.067 0.001 0.028 -0.015 -0.033









備考） 1.  従属変数は付加価値ベースの TFP（自然対数） 。 
2.  （  ）内は標準誤差（White robust standard errors） 、 ［  ］内は F 値（係数の合計の F 検定） 。 
3.  「**」 、 「*」 、 「+」は、それぞれ 1%、5%、10%水準で統計的に有意なことを示す。 





表 5 WLB 施策が TFP に与える影響：労働保蔵の度合い別 
 
(1) 労働保蔵の度合いが大きい企業 
























１年前に導入 0.074 -0.027 -0.162 -0.211 0.035 0.176* 0.210* 0.067
(0.078) (0.103) (0.108) (0.137) (0.121) (0.083) (0.085) (0.047)
２年前に導入 -0.029 -0.067 -0.115 -0.156 -0.337 0.096 0.326** 0.254**
(0.071) (0.084) (0.090) (0.102) (0.206) (0.071) (0.121) (0.067)
３年前に導入 -0.143 -0.209+ -0.020 -0.184* -0.282 0.139+ 0.151 0.241**
(0.096) (0.121) (0.087) (0.091) (0.231) (0.071) (0.178) (0.086)
４年前に導入 -0.203* -0.115 -0.082 -0.083 -0.044 0.049 -0.081 0.035
(0.097) (0.113) (0.108) (0.090) (0.199) (0.076) (0.190) (0.082)
５年前に導入 0.002 0.105 0.102 -0.100 0.173 0.233+ 0.413** 0.193*
(0.082) (0.089) (0.113) (0.103) (0.133) (0.119) (0.143) (0.075)
0.089 0.222+ -0.034 0.033 -0.047 0.049 0.127 0.158+
(0.091) (0.121) (0.108) (0.084) (0.138) (0.088) (0.144) (0.084)
サンプルサイズ 2,365 2,359 2,369 2,394 2,475 2,146 2,399 2,184
-0.033 -0.101 -0.099 -0.183* -0.195 0.137* 0.229* 0.187**
[0.27] [1.63] [1.96] [5.61] [1.59] [5.81] [4.71] [11.50]
-0.035 -0.015 -0.052 -0.117+ -0.084 0.124* 0.191* 0.158**









備考） 1.  従属変数は付加価値ベースの TFP（自然対数） 。 
2.  （  ）内は標準誤差（White robust standard errors） 、 ［  ］内は F 値（係数の合計の F 検定） 。 
3.  「**」 、 「*」 、 「+」は、それぞれ 1%、5%、10%水準で統計的に有意なことを示す。 

































１年前に導入 -0.095 -0.075 -0.141 -0.128 -0.053 0.029 0.097 -0.032
(0.178) (0.212) (0.102) (0.286) (0.069) (0.047) (0.064) (0.054)
２年前に導入 0.094 0.121 0.028 -0.032 0.112 -0.123* -0.176 -0.085
(0.069) (0.079) (0.091) (0.124) (0.087) (0.057) (0.109) (0.065)
３年前に導入 0.130 0.124 0.084 0.134 -0.195 0.024 0.045 -0.085
(0.083) (0.095) (0.071) (0.141) (0.299) (0.078) (0.117) (0.074)
４年前に導入 0.102 0.309* -0.042 0.117 -0.002 -0.031 -0.002 -0.092+
(0.099) (0.123) (0.211) (0.123) (0.066) (0.070) (0.195) (0.051)
５年前に導入 0.054 0.219* 0.041 0.196 0.078 0.078 0.108 -0.119
(0.095) (0.091) (0.117) (0.159) (0.070) (0.061) (0.121) (0.082)
0.060 0.136 0.032 0.158 -0.031 -0.099 0.101 -0.105
(0.093) (0.097) (0.096) (0.139) (0.075) (0.080) (0.231) (0.086)
サンプルサイズ 2,392 2,416 2,405 2,366 2,395 2,055 2,383 2,174
0.043 0.057 -0.010 -0.009 -0.045 -0.023 -0.012 -0.067
[0.29] [0.35] [0.02] [0.00] [0.13] [0.23] [0.03] [1.72]
0.057 0.139+ 0.000 0.074 -0.015 -0.020 0.029 -0.086+









備考） 1.  従属変数は付加価値ベースの TFP（自然対数） 。 
2.  （  ）内は標準誤差（White robust standard errors） 、 ［  ］内は F 値（係数の合計の F 検定） 。 
3.  「**」 、 「*」 、 「+」は、それぞれ 1%、5%、10%水準で統計的に有意なことを示す。 









表 6 WLB 施策が TFP に与える影響：正社員比率別 
 
(1) 正社員比率の高い企業 
























１年前に導入 0.029 -0.016 -0.128 -0.491+ 0.050 0.123+ 0.220** 0.054
(0.132) (0.161) (0.107) (0.288) (0.074) (0.067) (0.071) (0.049)
２年前に導入 0.013 0.070 -0.121 -0.034 0.182 -0.047 0.059 0.170**
(0.068) (0.079) (0.078) (0.105) (0.162) (0.068) (0.126) (0.061)
３年前に導入 -0.031 -0.008 -0.004 0.008 0.054 0.109 0.121 0.152*
(0.086) (0.091) (0.079) (0.081) (0.104) (0.070) (0.120) (0.070)
４年前に導入 -0.070 0.097 -0.255 -0.006 -0.115 -0.057 0.076 -0.002
(0.068) (0.124) (0.173) (0.106) (0.127) (0.076) (0.167) (0.054)
５年前に導入 -0.023 0.228* -0.012 -0.015 0.134 0.171+ 0.310* 0.039
(0.070) (0.093) (0.070) (0.128) (0.124) (0.089) (0.149) (0.066)
0.058 0.291* 0.004 0.118 -0.026 -0.117 0.189 0.082
(0.090) (0.131) (0.103) (0.097) (0.103) (0.081) (0.174) (0.081)
サンプルサイズ 2,343 2,377 2,398 2,344 2,448 2,081 2,356 2,220
0.004 0.015 -0.084 -0.172 0.095 0.062 0.133 0.125**
[0.00] [0.04] [1.76] [2.23] [1.24] [1.41] [2.61] [6.84]
-0.004 0.110 -0.086 -0.070 0.046 0.030 0.162+ 0.083+








備考） 1.  （  ）内は標準誤差（White robust standard errors） 、 ［  ］内は F 値（係数の合計の F 検定） 。 
2.  「**」 、 「*」 、 「+」は、それぞれ 1%、5%、10%水準で統計的に有意なことを示す。 
3.  トレンド項と定数項は掲載を省略。 
































１年前に導入 -0.008 -0.083 -0.162 0.035 -0.036 0.040 0.069 -0.035
(0.092) (0.111) (0.105) (0.070) (0.095) (0.053) (0.082) (0.052)
２年前に導入 0.055 0.003 0.065 -0.169 -0.073 0.009 0.004 -0.003
(0.072) (0.086) (0.112) (0.122) (0.120) (0.068) (0.093) (0.083)
３年前に導入 0.030 -0.007 0.068 -0.128 -0.466 0.069 -0.080 -0.019
(0.096) (0.124) (0.072) (0.177) (0.287) (0.079) (0.211) (0.097)
４年前に導入 -0.033 0.003 0.161 0.036 0.091 0.056 -0.468** -0.051
(0.120) (0.146) (0.109) (0.100) (0.101) (0.070) (0.096) (0.086)
５年前に導入 0.088 0.127 0.226 0.109 0.046 0.116 -0.379** 0.126
(0.097) (0.086) (0.178) (0.139) (0.097) (0.082) (0.096) (0.085)
0.074 0.098 0.012 0.007 -0.112 0.023 -0.277+ -0.000
(0.099) (0.097) (0.105) (0.117) (0.105) (0.088) (0.145) (0.096)
サンプルサイズ 2,414 2,398 2,376 2,416 2,422 2,120 2,426 2,138
0.026 -0.029 -0.010 -0.087 -0.191 0.039 -0.003 -0.019
[0.15] [0.12] [0.02] [0.81] [1.87] [0.52] [0.00] [0.08]
0.035 0.024 0.062 -0.018 -0.092 0.052 -0.189* 0.003









備考） 1.  従属変数は付加価値ベースの TFP（自然対数） 。 
2.  （  ）内は標準誤差（White robust standard errors） 、 ［  ］内は F 値（係数の合計の F 検定） 。 
3.  「**」 、 「*」 、 「+」は、それぞれ 1%、5%、10%水準で統計的に有意なことを示す。 
4.  トレンド項と定数項は掲載を省略。 





表 7 WLB 施策が TFP に与える影響：長期雇用に対する認識別 
 
(1) 長期雇用の維持を重視する企業 
























１年前に導入 0.119+ 0.087 -0.044 -0.075 -0.104 0.136* 0.265** -0.029
(0.068) (0.075) (0.082) (0.136) (0.108) (0.055) (0.066) (0.048)
２年前に導入 0.006 0.009 -0.065 -0.081 -0.184 0.040 0.022 -0.012
(0.053) (0.064) (0.078) (0.120) (0.157) (0.078) (0.094) (0.065)
３年前に導入 -0.001 -0.050 0.052 -0.060 -0.173 0.144* 0.028 -0.056
(0.067) (0.079) (0.079) (0.108) (0.244) (0.070) (0.119) (0.071)
４年前に導入 -0.083 0.042 -0.121 -0.024 -0.053 0.085 0.101 -0.119
(0.114) (0.120) (0.204) (0.103) (0.133) (0.073) (0.267) (0.086)
５年前に導入 0.098 0.212* 0.092 -0.075 -0.005 0.130+ 0.152 0.036
(0.089) (0.083) (0.131) (0.102) (0.107) (0.067) (0.142) (0.085)
0.081 0.155 -0.010 -0.014 -0.072 0.047 0.012 0.003
(0.091) (0.100) (0.091) (0.095) (0.146) (0.095) (0.208) (0.073)
サンプルサイズ 2,310 2,310 2,335 2,312 2,372 2,050 2,315 2,168
0.041 0.015 -0.019 -0.072 -0.154 0.107+ 0.105 -0.032
[0.80] [0.07] [0.12] [0.74] [1.10] [3.73] [2.38] [0.44]
0.037 0.076 -0.016 -0.055 -0.099 0.097+ 0.097 -0.029








備考） 1.  従属変数は付加価値ベースの TFP（自然対数） 。 
2.  （  ）内は標準誤差（White robust standard errors） 、 ［  ］内は F 値（係数の合計の F 検定） 。 
3.  「**」 、 「*」 、 「+」は、それぞれ 1%、5%、10%水準で統計的に有意なことを示す。 
4.  トレンド項と定数項は掲載を省略。 
































１年前に導入 -0.186 -0.223 -0.265* -0.336 0.025 0.053 -0.001 0.070
(0.197) (0.207) (0.121) (0.247) (0.091) (0.070) (0.080) (0.055)
２年前に導入 0.057 0.074 -0.003 -0.097 0.115 -0.070 0.131 0.218**
(0.089) (0.110) (0.107) (0.099) (0.102) (0.057) (0.240) (0.079)
３年前に導入 0.014 0.068 0.035 -0.030 -0.275 0.033 0.193 0.195*
(0.120) (0.165) (0.081) (0.125) (0.263) (0.079) (0.206) (0.094)
４年前に導入 -0.012 0.034 0.026 0.091 0.006 -0.080 -0.105 0.063
(0.082) (0.144) (0.103) (0.104) (0.097) (0.073) (0.147) (0.062)
５年前に導入 -0.081 0.107 0.086 0.239 0.116 0.140 0.391* 0.161*
(0.068) (0.101) (0.078) (0.167) (0.123) (0.106) (0.191) (0.072)
0.044 0.223 0.017 0.210+ -0.052 -0.127+ 0.171 0.089
(0.104) (0.140) (0.124) (0.127) (0.086) (0.074) (0.192) (0.103)
サンプルサイズ 2,383 2,401 2,375 2,379 2,429 2,087 2,402 2,128
-0.039 -0.027 -0.078 -0.154 -0.045 0.005 0.108 0.161*
[0.16] [0.05] [1.01] [1.99] [0.14] [0.01] [0.54] [6.42]
-0.028 0.047 -0.017 0.013 -0.011 -0.008 0.130 0.133*









備考） 1.  従属変数は付加価値ベースの TFP（自然対数） 。 
2.  （  ）内は標準誤差（White robust standard errors） 、 ［  ］内は F 値（係数の合計の F 検定） 。 
3.  「**」 、 「*」 、 「+」は、それぞれ 1%、5%、10%水準で統計的に有意なことを示す。 
4.  トレンド項と定数項は掲載を省略。 
5.  長期雇用の維持について、 「やや重視している」 、 「どちらともいえない」 、 「あまり重視していな





表 8 WLB 施策が TFP に与える影響：その他 
 
(1) 社員の能力開発を重視している企業 
























１年前に導入 0.086 0.010 -0.013 -0.066 -0.082 0.157* 0.208** -0.060
(0.070) (0.106) (0.053) (0.173) (0.094) (0.068) (0.065) (0.057)
２年前に導入 -0.016 -0.005 -0.079 0.012 -0.170 -0.050 0.056 0.120
(0.059) (0.082) (0.085) (0.119) (0.165) (0.067) (0.103) (0.078)
３年前に導入 -0.060 -0.063 0.037 -0.025 -0.162 0.050 0.029 0.162
(0.077) (0.101) (0.065) (0.121) (0.200) (0.065) (0.151) (0.103)
４年前に導入 -0.069 -0.165 0.078 0.028 -0.120 -0.009 0.104 -0.065
(0.120) (0.205) (0.094) (0.097) (0.131) (0.080) (0.189) (0.063)
５年前に導入 0.084 0.230* 0.185 0.003 -0.090 0.129 0.270* 0.102
(0.099) (0.111) (0.136) (0.121) (0.085) (0.081) (0.134) (0.077)
0.150 0.229+ 0.060 0.003 -0.062 -0.118 0.175 -0.036
(0.091) (0.133) (0.095) (0.103) (0.086) (0.107) (0.154) (0.075)
サンプルサイズ 1,970 1,957 1,973 1,962 2,012 1,779 1,942 1,828
0.003 -0.019 -0.019 -0.026 -0.138 0.052 0.098 0.074
[0.00] [0.07] [0.12] [0.08] [1.04] [1.13] [1.27] [1.27]
0.029 0.040 0.045 -0.007 -0.115 0.027 0.140 0.037








備考） 1.  従属変数は付加価値ベースの TFP（自然対数） 。 
2.  （  ）内は標準誤差（White robust standard errors） 、 ［  ］内は F 値（係数の合計の F 検定） 。 
3.  「**」 、 「*」 、 「+」は、それぞれ 1%、5%、10%水準で統計的に有意なことを示す。 
4.  トレンド項と定数項は掲載を省略。 
































１年前に導入 0.038 -0.013 -0.139 -0.359 0.106 0.236** 0.205** -0.020
(0.071) (0.161) (0.146) (0.266) (0.089) (0.086) (0.076) (0.060)
２年前に導入 -0.049 -0.022 -0.035 -0.079 -0.066 0.082 -0.059 0.146+
(0.066) (0.079) (0.096) (0.113) (0.116) (0.077) (0.141) (0.074)
３年前に導入 -0.086 -0.042 0.082 -0.354** -0.556 0.235** 0.041 0.156*
(0.089) (0.094) (0.104) (0.108) (0.423) (0.063) (0.159) (0.068)
４年前に導入 -0.068 0.091 -0.106 -0.141 0.084 0.275** 0.288 0.229+
(0.091) (0.131) (0.242) (0.157) (0.144) (0.096) (0.202) (0.120)
５年前に導入 -0.066 0.181+ -0.167+ -0.146 0.151 0.119 0.292* 0.224**
(0.091) (0.107) (0.089) (0.105) (0.123) (0.179) (0.139) (0.084)
-0.065 0.122 -0.071 -0.119 -0.033 0.170+ 0.367 0.167
(0.096) (0.132) (0.126) (0.105) (0.108) (0.096) (0.225) (0.148)
サンプルサイズ 1,289 1,313 1,346 1,318 1,345 1,123 1,319 1,215
-0.032 -0.026 -0.031 -0.264* -0.172 0.184** 0.062 0.094+
[0.35] [0.09] [0.13] [5.68] [0.95] [11.75] [0.48] [3.63]
-0.049 0.053 -0.073 -0.200** -0.053 0.186** 0.189+ 0.151*








備考） 1.  従属変数は付加価値ベースの TFP（自然対数） 。 
2.  （  ）内は標準誤差（White robust standard errors） 、 ［  ］内は F 値（係数の合計の F 検定） 。 
3.  「**」 、 「*」 、 「+」は、それぞれ 1%、5%、10%水準で統計的に有意なことを示す。 
4.  トレンド項と定数項は掲載を省略。 







(3) 成果主義を 2002 年以前に導入している企業 
























１年前に導入 0.138 0.193+ -0.179+ 0.002 0.015 0.098 0.168+ 0.050
(0.099) (0.099) (0.097) (0.123) (0.179) (0.096) (0.093) (0.088)
２年前に導入 0.224** 0.083 0.062 -0.135 -0.375 -0.098 -0.101 -0.005
(0.075) (0.088) (0.071) (0.194) (0.301) (0.085) (0.171) (0.109)
３年前に導入 0.169* -0.037 0.103 -0.418+ -0.660 -0.050 -0.198 -0.003
(0.081) (0.123) (0.090) (0.225) (0.498) (0.121) (0.199) (0.112)
４年前に導入 0.074 0.022 -0.217 -0.197 -0.054 0.015 -0.530* 0.023
(0.106) (0.184) (0.225) (0.175) (0.176) (0.126) (0.205) (0.066)
５年前に導入 0.089 0.322** -0.029 -0.020 0.071 0.133 0.000 0.228+
(0.099) (0.088) (0.132) (0.165) (0.150) (0.107) (0.000) (0.124)
0.237* 0.322** -0.164 -0.180 0.024 -0.049 -0.127 0.068
(0.097) (0.122) (0.166) (0.152) (0.207) (0.154) (0.105) (0.090)
サンプルサイズ 1,124 1,141 1,121 1,132 1,156 966 1,111 1,060
0.177** 0.080 -0.005 -0.184 -0.340 -0.017 -0.044 0.014
[7.03] [0.94] [0.01] [1.65] [1.48] [0.04] [0.15] [0.03]
0.155* 0.151+ -0.071 -0.158 -0.163 0.008 -0.131 0.060








備考） 1.  従属変数は付加価値ベースの TFP（自然対数） 。 
2.  （  ）内は標準誤差（White robust standard errors） 、 ［  ］内は F 値（係数の合計の F 検定） 。 
3.  「**」 、 「*」 、 「+」は、それぞれ 1%、5%、10%水準で統計的に有意なことを示す。 
4.  トレンド項と定数項は掲載を省略。 








表 9 WLB 施策が TFP に与える影響：労働の固定費用と他の条件 
 
























-0.074 -0.007 -0.027 -0.241* -0.182* 0.195** 0.354** 0.214**
[0.83] [0.01] [0.20] [5.10] [5.14] [7.24] [8.38] [9.92]
-0.089 0.050 -0.063 -0.167* -0.027 0.209** 0.229* 0.168**
[1.75] [0.32] [1.11] [4.02] [0.08] [8.89] [3.92] [7.36]
サンプルサイズ 1,441 1,433 1,444 1,442 1,525 1,290 1,464 1,357
従業員300人以上で労働保蔵の度合い大きい企業
0.158+ 0.186+ 0.006 -0.244* -0.032 0.136 0.361** 0.257*
[3.52] [3.25] [0.01] [4.30] [0.10] [2.72] [8.06] [5.41]
0.207* 0.306+ -0.096 -0.053 -0.087 0.076 0.314** 0.293**
[5.80] [3.35] [0.59] [0.31] [0.42] [0.69] [12.94] [7.32]
サンプルサイズ 807 819 828 811 841 746 813 736
女性管理職がいて労働保蔵の度合いの大きい企業
-0.084 -0.033 -0.011 -0.237+ 0.122 0.278** 0.162 0.214*
[0.67] [0.05] [0.01] [3.26] [1.96] [9.35] [1.68] [6.22]
0.033 0.112 -0.032 -0.068 0.250* 0.287* 0.168 0.310**
[0.15] [0.61] [0.06] [0.22] [6.32] [5.99] [2.39] [7.34]















備考） 1.  従属変数は付加価値ベースの TFP（自然対数） 。 
2.  ［  ］内は F 値（係数の合計の F 検定） 。 
3.  「**」 、 「*」 、 「+」は、それぞれ 1%、5%、10%水準で統計的に有意なことを示す。 







表 10  中小企業の WLB 施策が TFP に与える影響  
 
(1) 労働保蔵の度合い別 
























-0.087 -0.100 -0.105 -0.165 - 0.194* 0.160 0.149*
[0.99] [1.24] [1.15] [2.58] - [5.54] [1.68] [4.91]
-0.144 -0.094 -0.035 -0.157* - 0.157* -0.062 0.080
[2.71] [1.22] [0.14] [4.68] - [4.07] [0.62] [1.96]
サンプルサイズ 1,423 1,405 1,409 1,448 - 1,284 1,453 1,316
労働保蔵の度合いの小さい企業
-0.032 0.022 0.008 0.084 - 0.045 -0.035 -0.007
[0.18] [0.06] [0.01] [0.71] - [0.70] [0.22] [0.01]
0.042 0.130 0.124 0.161 - 0.021 -0.207** -0.042
[0.24] [1.79] [2.43] [2.31] - [0.14] [10.07] [0.51]











備考） 1.  従属変数は付加価値ベースの TFP（自然対数） 。 
2.  ［  ］内は F 値（係数の合計の F 検定） 。 
3.  「**」 、 「*」 、 「+」は、それぞれ 1%、5%、10%水準で統計的に有意なことを示す。 
4.  平均効果以外は掲載を省略。 
 
(2) 正社員比率別 
























-0.065 -0.051 -0.089 -0.279 - 0.152* 0.086 0.090*
[0.83] [0.44] [2.16] [1.44] - [5.13] [0.50] [4.43]
-0.061 0.040 -0.010 -0.147 - 0.151* -0.211** 0.068
[0.98] [0.27] [0.03] [1.22] - [6.01] [8.40] [2.18]
サンプルサイズ 1,439 1,456 1,434 1,432 - 1,279 1,448 1,351
正社員比率の低い企業
-0.059 -0.006 -0.025 -0.094 - 0.103 -0.012 0.030
[0.45] [0.00] [0.05] [1.06] - [1.81] [0.04] [0.15]
-0.058 -0.001 0.087 -0.050 - 0.045 -0.109* -0.003
[0.41] [0.00] [0.59] [0.30] - [0.36] [6.38] [0.00]











備考） 1.  従属変数は付加価値ベースの TFP（自然対数） 。 
2.  ［  ］内は F 値（係数の合計の F 検定） 。 
3.  「**」 、 「*」 、 「+」は、それぞれ 1%、5%、10%水準で統計的に有意なことを示す。 































-0.055 -0.017 -0.016 0.013 - 0.184* 0.126 -0.049
[0.74] [0.06] [0.04] [0.02] - [4.25] [1.76] [0.84]
-0.050 0.044 0.075 -0.031 - 0.120 -0.171** -0.044
[0.39] [0.32] [0.81] [0.12] - [2.67] [12.12] [0.65]
サンプルサイズ 1,493 1,477 1,467 1,481 - 1,353 1,475 1,381
それ以外の企業
-0.075 -0.059 -0.084 -0.235** - 0.067 -0.136+ 0.207**
[0.61] [0.22] [0.88] [8.39] - [1.48] [3.45] [7.73]
-0.086 -0.082 0.040 -0.069 - 0.068 -0.234** 0.120*
[1.05] [0.66] [0.22] [0.90] - [0.94] [7.72] [3.88]











備考） 1.  従属変数は付加価値ベースの TFP（自然対数） 。 
2.  ［  ］内は F 値（係数の合計の F 検定） 。 
3.  「**」 、 「*」 、 「+」は、それぞれ 1%、5%、10%水準で統計的に有意なことを示す。 
4.  平均効果以外は掲載を省略。 
 
(4) 社員の能力開発を重視している企業 
























-0.054 -0.075 0.006 0.014 - 0.040 0.061 0.028
[0.49] [0.81] [0.01] [0.02] - [0.27] [0.62] [0.18]
-0.049 -0.057 0.128* 0.063 - 0.055 0.004 0.025
[0.31] [0.34] [4.05] [0.44] - [0.54] [0.01] [0.18]
サンプルサイズ 1,176 1,165 1,136 1,161 - 1,074 1,151 1,076
それ以外の企業
-0.084 -0.003 -0.120 -0.162+ - 0.190* 0.057 0.097
[1.25] [0.00] [1.44] [3.80] - [6.46] [0.16] [2.16]
-0.077 0.050 -0.056 -0.115 - 0.103 -0.147+ 0.041
[0.95] [0.33] [0.36] [2.28] - [2.30] [2.99] [0.51]











備考） 1.  従属変数は付加価値ベースの TFP（自然対数） 。 
2.  ［  ］内は F 値（係数の合計の F 検定） 。 
3.  「**」 、 「*」 、 「+」は、それぞれ 1%、5%、10%水準で統計的に有意なことを示す。 

































-0.170* -0.085 0.100 -0.033 - 0.250* 0.063 0.065
[5.19] [0.72] [0.34] [0.09] - [6.71] [0.11] [0.60]
-0.050 0.054 0.153 -0.130 - 0.219* -0.062 0.053
[0.41] [0.28] [1.51] [2.62] - [4.71] [0.38] [0.57]
サンプルサイズ 610 615 619 627 - 545 628 551
女性管理職（課長相当職）のいない企業
-0.039 -0.022 -0.094+ -0.109 - 0.086 -0.007 0.065
[0.34] [0.08] [2.75] [1.28] - [1.88] [0.01] [1.43]
-0.064 -0.011 -0.004 -0.027 - 0.054 -0.197** 0.024
[0.68] [0.02] [0.00] [0.12] - [1.00] [10.64] [0.26]











備考） 1.  従属変数は付加価値ベースの TFP（自然対数） 。 
2.  ［  ］内は F 値（係数の合計の F 検定） 。 
3.  「**」 、 「*」 、 「+」は、それぞれ 1%、5%、10%水準で統計的に有意なことを示す。 
4.  平均効果以外は掲載を省略。 
 
(6) 成果主義を 2002 年以前に導入している企業 
























0.042 -0.001 0.113+ -0.042 - 0.118 -0.052 0.072
[0.61] [0.00] [3.41] [0.17] - [1.89] [0.45] [0.67]
0.100 0.096 0.173** -0.050 - 0.079 -0.182* 0.102
[2.51] [1.08] [7.09] [0.19] - [0.91] [5.70] [1.88]
サンプルサイズ 714 712 698 712 - 627 702 669
それ以外の企業
-0.156* -0.088 -0.086 -0.077 - 0.124+ 0.086 0.056
[5.63] [1.35] [1.53] [0.71] - [3.77] [0.60] [1.05]
-0.152* -0.043 0.013 -0.020 - 0.102+ -0.141* -0.029
[3.86] [0.33] [0.04] [0.08] - [3.01] [4.64] [0.39]











備考） 1.  従属変数は付加価値ベースの TFP（自然対数） 。 
2.  ［  ］内は F 値（係数の合計の F 検定） 。 
3.  「**」 、 「*」 、 「+」は、それぞれ 1%、5%、10%水準で統計的に有意なことを示す。 
4.  平均効果以外は掲載を省略。 